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４ 想定される避難の形態と市による誘導  
 
(1) 突発的かつ局地的な事態の場合 
ゲリラ・特殊部隊による攻撃、テロ等 

 
① 屋外で突発的に発生 
市が要避難地域となった場合は、自主的にあるいは当初の屋内避難（退避）の

指示により建物内に避難した住民を、避難の指示等に基づき、避難所等まで誘導

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

 

ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合 

 

・ ゲリラ・特殊部隊による攻撃においても、対策本部長の避難措置の指示

及び都知事による避難の指示を踏まえて、避難実施要領を策定し、迅速に

避難住民の誘導を実施することが基本となる。 
ただし、屋外での急襲的な攻撃に際しては、避難措置の指示を待たずに、

攻撃当初は屋内に一時避難させ、その後安全措置を講じつつ適切な避難所に

避難させる等の対応が必要である。 

・ 状況により、退避の指示、警戒区域の設定等時宜に応じた措置が不可欠

であるが、政府による事態認定前にゲリラ等の攻撃を受けた場合は、災害

対策基本法等既存の法制を活用するなど、柔軟に対応する。 

・ 当初の避難実施要領の策定に当たっては、法定事項を箇条書きにするな

ど、避難実施要領を簡潔な内容で作成する。その後、避難所に避難させる

場合の同要領の策定は、各執行機関、都、警視庁（警察署）、東京消防庁 
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（消防署）、自衛隊等の関係機関の意見を聴き、それらの機関からの情報

や助言を踏まえて、避難の方法を策定することが必要である。 

また、事態の変化等に機敏に対応するため、現場における関係機関の情報

を共有し、関係機関からの助言に基づく的確な措置を実施できるよう、現地

連絡調整所を設けて活動調整に当たる。 
 

弾道ミサイル攻撃（通常弾頭、ＢＣ弾頭） 
 

・ 発射後短時間で着弾することが予想されるため、迅速な情報伝達等によ

る被害の局限化が重要となる。 

・ 当初は、できるだけ近くのコンクリート造りの堅ろうな施設や建築物の

地階、地下街、地下駅舎等の地下施設への避難の指示がなされる。 

・ 市は、ミサイル着弾後、被害内容が判明した後、都知事からの避難の指

示の内容に沿って避難実施要領を策定し、避難住民を誘導する。 

・ 次の措置の流れを前提として、避難実施要領の内容は、あらかじめ出さ

れる避難措置の指示及び避難の指示に基づき、弾道ミサイルが発射された

段階で迅速に個々人が対応できるよう、その取るべき行動を周知する。 
 

（弾道ミサイル攻撃の場合の措置の流れ） 
ア 対策本部長は、弾道ミサイルの発射が差し迫っているとの警報を発令、

避難措置を指示 
 
         対 策 本 部 長   警報の発令、避難措置の指示  

（その他、記者会見等による国民への情報提供） 
 都 知 事   避難の指示  

 
     市 長   避難実施要領の策定  

 
イ 実際に弾道ミサイルが発射されたときは、対策本部長がその都度警報

を発令 
 

航空攻撃（通常爆弾等） 
弾道ミサイル攻撃に準じる。 

 
緊急対処事態（大規模テロ等） 
大規模テロ等（緊急対処事態）への対処で記述 
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② 大規模集客施設等内で突発的に発生 
市は、避難（退避）の指示により大規模集客施設等から施設外へ避難した住民

等を、避難の指示等に基づき、避難所等まで誘導する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

 
緊急対処事態（大規模テロ等（ＮＢＣ攻撃を伴う場合を含む）） 
大規模テロ等（緊急対処事態）への対処で記述 
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(2) 突発的かつ広範囲な事態の場合 
市が要避難地域となった場合は、屋内に避難した住民等を、避難の指示等に基づき、

避難場所等を経て、他市町村（他県）の避難所まで誘導する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

 
弾道ミサイル攻撃（核弾頭） 
・ 攻撃当初は爆心地周辺から直ちに離れ、近くの堅牢な建物・地下施設等

に避難する。 

・ 一定時間経過後、放射線の影響を受けない安全な地域への避難の指示が

なされる。 

・ 核爆発に伴う熱線・熱風等による直接の被害を受けないものの放射性降

下物の影響を受けるおそれのある地域は、放射線の影響を受けない安全な

地域への避難の指示（風下をさけ極力風向きと垂直方向）がなされる。 

・ 市は、ミサイル着弾後、被害内容が判明した後、都知事からの避難の指

示の内容に沿って避難実施要領を策定し、避難住民を誘導。 

 

航空攻撃（核弾頭） 

弾道ミサイル攻撃（核弾頭）に準じる。 

 

(3) 時間的余裕がありかつ局地的な事態の場合 
市が要避難地域となった場合は、避難の指示等に基づき、避難住民を同一市内の避

難所等まで誘導する。 
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≪該当する事態類型と避難上の留意点≫ 

 
ゲリラ・特殊部隊による攻撃（施設占拠に伴う周辺住民の避難等） 
警察等により周辺の安全を確保した上で、それらの避難誘導に従い避難する。 

 
(4) 時間的余裕がありかつ広範囲な事態の場合 
市が避難地域となった場合は、避難の指示等に基づき、避難住民を一時集合場所又

は避難場所等を経て、他の市町村（他県）まで誘導する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
≪該当する事態類型と避難上の留意点≫  

 
着上陸侵攻 
大規模な着上陸侵攻やその前提となる反復した航空攻撃等の本格的な侵略

事態に伴う避難については、事前の準備が可能である一方、国民保護措置を 

 

要避難地域
の住民 

 

徒歩 

 

 
同一市内 

避難所 等 

避 

難 

措 

置 

の
指 

示 ( 

国 ) 
 

■ 避難の指示に基づ
き計画的に避難 

・要避難地域 

・避難先地域 

・主要な避難経路 

・交通手段 

要援護者 
（車両等） 

≪避難誘導≫ 
市、警察・消防等  

 

昼間都民等 要避難地域から退 

去（自宅等） 

徒歩 

 

≪避難誘導≫  
事業者・学校等 

 
避 

難 

措 
置 
の 

指 

示 

（ 

国 

） 

 
 
■ 避難の指示 
（都） 

・要避難地域 

・避難先地域 

・主要な避難経路 

・交通手段 

 
要避難地域
の住民 

徒歩・公共交通機

関（原則） 

 

 
同一市内 

 
一時集合場所 

 
他区市町村 
（他県） 
避難所 

 
避難場所 

 
鉄道駅 等 

 

≪避難誘導≫  

市 

警察・消防等 

徒
歩
・
公
共
交
通
機

関
（
原
則
） 

要 

援 

護 

者 

（
車
両
等
） 

要援護者 

（車両等） 

 
昼間都民等 
 

 

 

要避難地域から

退去(自宅等) 

 

徒
歩
・
公
共

交
通
機
関 

≪避難誘導≫  
事業者・学校等 

車両、公共

交通機関等 

(（＊） 



 80 

 

実施すべき地域が広範囲となり、都の区域を越える避難に伴う我が国全体と

しての調整等が必要となり、国の総合的な方針を待って対応することが必要

となる。 
このため、着上陸侵攻に伴う避難は、事態発生時における国の総合的な方

針、それらに基づく都知事による指示等に基づき避難を行うことを基本とし

て、平素からかかる避難を想定した具体的な対応については、定めない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


